











P (Polyclinique de Gentilly) 株式会社は, 	にある総合病院を経営





	du conseil de surveillance), ＸおよびＡは業務監査役会
















法と政治 70巻 3号 (2019年 11月) 31(899)
出 口 哲 也
(１) Cass. com. 12 avril 2016, n1419.200 ; Rev. 2016, p. 509, note Katrin DECKERT ;
JCP E 2016, 1584, note Philippe BRUNSWICK ; Bull. Joly 2016, p. 709, note Edmond
SCHLUMBERGER ; BRDA 2016, 8/16, p. 6. フランス法における指揮者の忠実義務に関する邦












判示し, 原判決 (Nancy 控訴院2014年 4 月 2 日判決) を破毀した｡
① 控訴院は, Ｐ社の株式の価値は2003年度からすでに120ユーロより高かっ
たことを認めた上で, 本件株式譲渡よりも前 (2005年６月および11月) に, 同
社の拡大計画および他の診療機関との一体経営 (	de rapprochement
avec d’autres 




































32(900) 法と政治 70巻 3号 (2019年 11月)
(２) 同規定は, 契約法, 債務に関する一般的制度及び証拠 (法) を改正する2016年２月10
日のオルドナンス第131号 (Ordonnance n2016131 du 10 2016 portant du
droit des contrats, du 	et de la preuve des obligations.) により, 現在は民法
典1240条において定められている。
(３) 破毀院は, 控訴院が民事訴訟法典第 4条に違反したことも判示しているが, この点に
ついては本稿においては取り扱わない。




しかしながら, 控訴院は, 業務監査役会構成員であるＸについては, 本件株












ものとして, 判例上, 徐々に明確化されてきている。そのような中で, 本判決
は, ①譲渡人である社員に対して会社指揮者が提供すべき情報とは ｢会社指揮
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(４) なお, 破毀院は, 株式の譲渡時に, 指揮者による転売を目的とした交渉が進行中であ
ることが立証されていないときには, 指揮者の忠実義務違反は特徴づけられないことをも
明らかにしているが, この点は, これまでの判例の立場を踏襲するものであると解されて
いる。SCHLUMBERGER, op. cit. (note 1), n	7, p. 712. たとえば, Cass. com. 27 sept. 2005,































































(７) Cass. com. 27 3. 1996, n)9411.241 ; Bull. civ. IV, n)65 ; D. 1996, somm. p. 342, obs.
Jean-Claude HALLOUIN ; D. 1996, jur. p. 518, note Philippe MALAURIE ; D. 1996, jur. p. 591, note
Jacques GHESTIN ; RTD civ. 1997, p. 114, obs. Jacques MESTRE ; JCP E 1996, II, 838, note
Dominique SCHMIDT et Nathalie DION ; JCP G 1996, II, 22665, note Jacques GHESTIN ; Bull. Joly
56789:9;1996, p. 485, note Alain COURET ; Quot. jur. n)39 du 14 mai 1996, p. 9,<=3>, note
P. M. ; ?@AB9C68;1996, p. 1205, note Yannick DAGORNE-LABBE ; LPA n)21 du 17 3. 1997, p.








このように, Vilgrain 判決は, 社員に対する指揮者の忠実義務の存在を明示
し,
(９)
















法と政治 70巻 3号 (2019年 11月) 35(903)
(８) なお, このような忠実義務の概念は, 英米法から着想を得たと説明されることが多い。
NURIT-PONTIER, op. cit. (note 5), n	4 ; 
-LEMERCIER, op. cit. (note 6), n	1, p. 564 ;
SCHMIDT, op. cit. (note 7), p. 170 ; Brigitte DAILLE-DUCLOS, Le devoir de du dirigeant,
JCP E 1998, pp. 1486 et suiv., pp. 14861487 ; Jean-Jacques CAUSSAIN, Le devoir dedes
dirigeants sociaux en droit , Gaz. Pal. 35 . 2000, pp. 66 et suiv., p. 67 ; Stephan
REIFEGERSTE, LPA n	142 du 16 juillet 2004 ; pp. 15 et suiv., n	4, p. 17, note sous Cass. com.
12 mai 2004 ; 
DAMY, JCP G 2004, II, 10153, p. 1756, note sous Cass. com. 12 mai
2004 ; Alain LIENHARD, D. 2004, pp. 1599 et suiv., p. 1600 obs. sous Cass. com. 12 mai 2004 ;
Laurent GODON, Rev. 2007, pp. 519 et suiv., n	1 et n	7, p. 521 et p. 524, note sous Cass.
com. 28 nov. 2006. 他方, イギリス法における忠実義務とフランス法における忠実義務と
の同異を指摘するものとして, Jean-Jacques DAIGRE, Le petit air anglais du devoir de
des dirigeants, !"#$%&en l’honneur de Pierre '(#)*+Le juge et le droit de ",$-&,
Montchrestien, 2002, pp. 79 et suiv.
(９) その後, 1998年２月24日の破毀院判決 (Cass. com. 24 .. 1998, n	9612.638) にお
いて, 指揮者が会社に対して負う忠実義務について初めて言及されている。同事件につい
ての詳細は, 重田・前掲注 (１) 245頁以下。
(10) Thibaut MASSART, Bull. Joly/ 2005, pp. 1105 et suiv., p. 1106, note sous Cass. com.
22 .. 2005. したがって, このような情報提供義務は, 会社指揮者の忠実義務を具体化
したものの一つである。GODON, op. cit. (note 8), n	3, p, 521.
(11) DECKERT, op. cit. (note 1), n	11, p. 512.
破毀院は, この義務のより具体的な輪郭をも明らかにしつつある。






du conseil d’administration) であるＢは, 同
社の他の株主とともに設立した FB 社の取締役会会長でもあった。Ｂは, Ｂ社




の株式の一部および FB 社の株式のほとんどすべてを, １株4022フランで取得





































36(904) 法と政治 70巻 3号 (2019年 11月)
(12) Cass. com. 12 mai 2004, n0015.618 ; Bull. civ. IV, n94 ; RTD civ. 2004, p. 500, obs.
Jacques MESTRE et Bertrand FAGES ; D. 2004, p. 1599, obs. Alain LIENHARD ; D. 2004, p. 2923,
obs. Eddy LAMAZEROLLES ; JCP G 2004, I, 173, note Alexis CONSTANTIN ; Dr. et patrimoine n
131, 2004, p. 90, obs. Didier PORACCHIA ; Bull. Joly 2004, p. 1114, note Dominique
SCHMID ; JCP E 2004, 1393, note 	Guy ; JCP G 2004, II, 10153, note
 DAMY ; LPA n142 du 16 juillet 2004, p. 15, note Stephan REIFEGERSTE ; Rev. 
2005, p. 140, note Laurent GODON.
(13) 株式の譲受人は FB 社であるが, Ｆ社がその義務を承継したため, Ｆ社が被告とされ
ている。


































法と政治 70巻 3号 (2019年 11月) 37(905)
(15) Cass. com. 22 . 2005, n0113.642, RTD civ. 2005, p. 773, obs. Jacques MESTRE et
Bertrand FAGES ; Bull. Joly 	
2005, p. 1105, note Thibaut MASSART.
(16) Cass. com. 11 juill. 2006, n0512.024, Dr. 	
n1, 2007, comm. 1, note 
.
(17) Cass. com. 12 mars 2013, n1211.970 ; Rev. 	
2013, p. 689, note Thibaut
MASSART ; RTD civ. 2013, p. 373, obs. Bertrand FAGES.
(18) 2006年判決は譲渡人である社員は当該会社の業務執行者でもあったという点, 2013年
判決は指揮者が転売相手との間で売却価格についての守秘義務契約を締結していた点にそ
れぞれ特徴がみられる事案であったが, 破毀院は, いずれにおいても, 譲渡人である社員
の同意に影響を与えうる情報を隠蔽した場合には会社指揮者は忠実義務違反が問われうる
と判断した。
(19) Cass. com. 6 mai 2008, n0713.198 ; Rev. 	
2009, p. 95, note Laurent GODON; Dr.
	
n7, 2008, comm. 156, note Henri HOVASSE ; Bull. Joly 	
2008, p. 885, note
Thibaut MASSART ; RTDF 2009, p. 101, note JeanLOUIT et Pauline JEAN.
(20) GODON, op. cit. (note 19), n2, p. 97.
Ｐおよびその配偶者が設立した FFP 社と, HPA 社の３名の社員 (以下, 本件
譲渡社員とする｡) との間で本件譲渡社員が有する HPA 社の持分の売買契約
の締結が検討された。売却価格は, 業務執行者により正確かつ自発的に本件譲
渡社員に対して開示された貸借対照表および損益計算書に基づき, 交渉されて
いた。契約締結に先立ち, 本件譲渡社員は, Ｐと交渉するかたわら, 当該売却





















本判決は, 判旨①記載のとおり, 本件少数株主の株式の譲渡の際に, (ア)























38(906) 法と政治 70巻 3号 (2019年 11月)
(21) なお, 本件の事実の概要については, 本判決に対する評釈の記述も参照した。

































法と政治 70巻 3号 (2019年 11月) 39(907)
(23) SCHLUMBERGER op. cit. (note 1), n8, p. 712.
(24) DECKERT, op. cit. (note 1), n13, p. 512.
(25) BRUNSWICK, op. cit. (note 1), p. 32. たとえば, 2006年11月28日破毀院商事部判例では、
ある会社の取締役会会長が第三者に自己の株式を譲渡した後に, それよりも不利な条件で
他の株主が同じ第三者に自己の株式を譲渡したという事案において, 破毀院は, 当該取締




判断していた。Cass. com. 28 nov. 2006, n0419.802 ; Rev.2007, p. 519, note Laurent
GODON; Bull. Joly 2007, p. 397, note Perrine SCHOLER ; RTD. com. 2007, p. 147, note
Claud CHAMPAUD et Didier DANET. なお, SCHLUMBERGER op. cit. (note 1), 	8p. 712 で
は, ｢指揮者のみが知り得た｣ との文言は, 契約締結時には契約当事者は当該取引につい
て調査をなすべきであるとする原則を強化したものに過ぎないとも説明される。
(26) DECKERT, op. cit. (note 1), n12, p. 512.
(27) DECKERT, op. cit. (note 1), n12, p. 512, BRUNSWICK, op. cit. (note 1), p. 32.









なお, ｢契約法, 債務に関する一般的制度及び証拠 (法) を改正する2016年
２月10日のオルドナンス第131号｣ により新設された民法典11121条１項によ
れば, ｢その重要性が他方当事者の同意にとって決定的な情報を認識している










































40(908) 法と政治 70巻 3号 (2019年 11月)
(29) SCHLUMBERGER, op. cit. (note 1), n9, p. 712.
(30) 訳文については, 荻野奈緒ほか ｢フランス債務法改正オルドナンス (2016年２月10日
のオルドナンス第131号) による民法典の改正｣ 同法69巻１号 (2017) 279頁以下を参照し
た。
(31) DECKERT, op. cit. (note 1), n15, p. 512, SCHLUMBERGER op. cit. (note 1), n9, p. 712.
(32) GODON, op. cit. (note 12), n12, p. 147.
年判決および2013年判決にも見出される。
ところで, 学説においては, ｢指揮者の忠実義務は, 指揮者に与えられた権


























(34) Nurit-Pontier, op. cit. (note 5), n21.
(35) LE NABASQUE, Le 	
du devoir de 	
en droit des 
RTD
com. 1999, pp. 273 et suiv., pp. 282283.
(36) , op. cit. (note 12), p. 1498. 当該会社指揮者が社員であるか否かも問題とな
らないように思われる。GODON, op. cit. (note 25), n8, p. 524.
(37) GODON, op. cit. (note 12), n1 et n3, p. 143 et p. 144. もっとも, 破毀院は, すでに
Vilgrain 判決に関する報告書において, 社員全員に対する会社指揮者の忠実義務は, 会社
指揮者が会社利益に合致して, かつ社員間の取扱いの平等を遵守して行動する義務を負っ
ていることに由来すると述べていた。Rapport de la Cour de cassation 1996, pp. 312 et suiv.,
p. 313. この言及は, 本文で示した学説と整合的である。
(38) DECKERT, op. cit. (note 1), n17, p. 513 ; NURIT-PONTIER, op. cit. (note 5), n14 ;
 !-LEMERCIER, op. cit. (note 6), n4, p. 565. なお, CA Paris 29 mai 2008, n0619.015,





















collective) に関する事案において, 業務監査役会構成員が, 原則として, 商
法典旧 L. 62159条第２項所定の「法律上または事実上の指揮者 (dirigeants de

























42(910) 法と政治 70巻 3号 (2019年 11月)
(39) 









(41) Cass. com. 12 juillet 2005, n0314.045 ; Bull. civ. IV, n174 ; D. 2005, p. 2071, obs. Alain
LIENHARD ; Dr.n10, 2005, comm. 175, note Jean-Pierre LEGROS ; Rev.2006, p.
162, note-Xavier LUCAS ; JCP E 2006, 1066, n17, note Philippe !"#; Rev. proc. coll.
n3, 2006, p. 290, chron. Arlette MARTIN-SERF ; Bull. Joly 2006, p. 22, note Bernard
SAINTOURENS ; JCP G 2006, I, 115, n8, chron. Jean-Jacques CAUSSAIN et al. 当時, 商法典 L.
62159条は, 一定の場合において「法律上または事実上の指揮者」が保有する株式等の譲
渡禁止等を命じる権限を裁判所に認めていたところ, 本判例は, 業務監査役会構成員がそ


































法と政治 70巻 3号 (2019年 11月) 43(911)
に関する直接的な言及はないものの, 業務監査役会構成員は「法律上の指揮者」にあたら
ないことが前提とされていると解されている。
(42) DECKERT, op. cit. (note 1), n24, p. 513, BRUNSWICK, op. cit. (note 1), p. 31.
(43) フランス法において ｢指揮者｣ なる用語は多義的であることが指摘されている。すな
わち, 厳格に解すれば ｢指揮者｣ とは法定代表者を示すが, やや広く解すればそこに取締
役が含まれる。そして, 業務監査役会構成員も, 会社の取引の決定に関与する場合もある
ことから (商法典 L. 22568条第２項), ｢指揮者｣ の概念をさらに広くとらえれば, 特定
の場合に限り業務監査役会構成員も ｢指揮者｣ に含まれるとされる。Yves GUYON,
Remarques critiques sur la terminologie de droit 	

			,Jean-Pierre
Sortais,Bruylant,2002, pp. 291 et suiv., n9, p. 299.
(44) DECKERT, op. cit. (note 1), n24, p. 513. 原判決においても, 同様の指摘が見られる。
(45) DECKERT, op. cit. (note 1), n16, p. 513 ; SCHLUMBERGER, op. cit. (note 1), n5, p. 711.
(46) DECKERT, op. cit. (note 1), n17, p. 513.







































(47) DECKERT, op. cit. (note 1), n22, p. 513.
(48) SCHLUMBERGER, op. cit. (note 1), n10, p. 713.
(49) NURIT-PONTIER, op. cit. (note 5), n26.
(＊) 本稿は, 2018年６月15日に拓殖大学において開催された第24回フランス企業法判例研
究会における研究報告に加筆修正を施したものである。
44(912) 法と政治 70巻 3号 (2019年 11月)
